
平成２８年度

　

事業計画

　

最近の畜産物価格は、子牛、牛及び豚の枝肉、卵、鶏肉において高水準で推移してきております。
特に、肉用子牛の市場平均価格は、２７年４月～１２月までの平均価格が６５５千円、 ２８年に入

り更に値上がりし、 平均価格は７５０千円を超え、過去に例を見ない高値となっております。

　

しかし、 円安による配合飼料価格の高止まりや、素畜費や生産資材の高騰による生産費の増加で

部門によっては、厳しい経営を強いられている農家も増えてきております。

　

また、高齢化や担い手の不足により、 全畜種で飼養戸数、頭数が減少しております。

　

一方、 ＴＰＰ交渉は昨年１０月に大筋合意され、 ２月４日をこはＴＰＰの署名が行われました。 国

はＴＰＰ関連対策として、畜産クラスター関連事業等を活用し畜産経営の経営基盤強化を図ると共

に、価格安定対策では肉牛並びに肉豚の価格安定制度を法制化することとしましたが、 生産者の不

安を払拭できない状況が続いています。

　

このような状況の中にありますが、畜産は、本県農業の３２％を占める重要な品目であり、 生産

基盤の強化に向けた取組が急務となっております。 このため、 協会は、県、 市町、ＪＡ等の関係機

関の協力をいただきながら、国、 県、農畜産業振興機構、 中央畜産会等の事業に積極的に取組み、
農家の支援を行い畜産経営の安定と畜産振興に努めてまいります。

　

また、当協会の運営は、低金利政策による資金運用益の減少等で厳しい状況にありますが、 各種

事業に積極的に取り組み運営費を確保すると共に経費の削減により効率的な運営を行い、公益法人

としての目的を達成するために、役職員一丸となって取り組んでまいります。

１． 経営安定対策の推進

　　

畜産農家の経営、飼養管理技術の改善のため、 畜産コンサルタント事業や畜産特別資金推

　

進指導事業を活用し、県等関係機関との連携を密にして、 情報を共有しつつ迅速かつ的確な

　

支援を実施します。

２． 生産基盤の強化と体質強化

　　

農畜産業振興機構の事業や当協会の豊後牛増頭チャレンジ推進事業を活用し、優良繁殖雌

　

牛の導入を支援します。また、畜産農家の規模拡大や生産の効率化を図るため、 国が実施す

　

る畜産クラスター関連事業 （機械導入事業） による支援を実施します。



３． 担い手確保対策の推進

　　

畜産の担い手等の組織を対象として、 経営者としての意識の醸成や飼養管理技術の向上の

　

研修を行い、 中核的な担い手となるよう支援します。

４． 畜産物価格安定対策の推進

　　

ＴＰＰ交渉の結果を受けて充実されることとなった、肉用子牛生産者補給金制度、肉用牛

　

肥育経営安定特別対策事業、養豚経営安定対策事業を推進し、畜産農家の経営安定を支援し

　

ます。

５． 家畜衛生対策の推進

　　

海外悪性伝染病に対する予防・啓発活動に取り組むと共に、 関係機関と連携して自衛防疫

　

の推進を図り、ワクチン接種等により家畜の損耗防止を推進します。，また、産業動物獣医師

　

等の協力の下、飼養衛生管理基準の遵守を推進します。

　　

農場ＨＡＣＣＰ認証支援地域強化促進事業では制度を普及すると共に、取り組む農場の支

　

援指導を行い認証農場の拡大を推進します。

６． 畜産振興・消費拡大対策

　　

大分県農林水産祭の一環行事として、畜産共進会を開催し、 家畜改良増殖の推進による生

　

産基盤の強化並びに生産意欲の向上を図ります。また、畜産物の消費拡大を促進するために

　

畜産フェスタを開催し、安全・安心な畜産物の消費拡大と広報宣伝に努めます。

　　

更に、 次代を担う子どもたちを対象に、食育活動として畜産出前講座を開催し畜産への理

　

解の醸成を図ります。

７． 情報の提供並びにデータの有効活用

　　

当協会のホームページを充実させ、畜産農家が容易に利用できる情報や資料等を掲載しま

　

す。 また、 畜産農家の経営や飼養管理技術の改善、衛生対策等に役立つ情報をまとめた冊子

　

等を作成するなど、畜産農家が活用できる情報の提供に努めてまいります。



・経営支援課

１． 肉用牛経営安定対策補完事業

　　　

肉用牛生産基盤の強化に向けて、 肉用牛優良雌牛の導入、増頭のための簡易牛舎の整備や

　　

農家の高齢化等に対応するためのヘルパー活動の支援を行い、本県肉用牛の増頭を促進する。

　

（１） 肉用牛生産基盤強化対策事業

　

１）中核的担い手育成増頭推進

　　　　

県内の肉用牛農家が計画的に優良な繁殖雌牛を増頭した場合に、増頭実績に応じた奨励

　　　

金として１頭当たり８０，０００円 （要件によっては１００，０００円） の交付を行い、 本県肉用牛の

　　　

増頭を促進する。

　

２）優良繁殖雌牛導入奨励

　　　　

繁殖雌牛飼養頭数の維持・拡大を図るため、導入計画に基づき、生産者集団等が雌牛を

　　　

購入し、一定期間自ら飼養する場合、又は雌牛を購入し、農業者、公共牧場、農事組合法

　　　

人を含む農業生産法人に対し、 一定期間貸し付ける場合の奨励金として１頭当たり４０，０００

　　　

円 （要件によっては５０，０００円） を交付する。

　

３） 肉用牛ヘルパー推進

　　　　

農家の高齢化等に対応し、肉用牛生産の労働負担の軽減を図るため、利用組合が実施す

　　　

る肉用牛ヘルパー活動の組織化、要員確保、 傷病時等の際のヘルパー利用に係る互助制度

　　　

の推進等の活動を支援する。

　

４） 肉用牛振興推進指導

　　　　

上記事業を円滑に実施するための会議の開催、 実態調査及び推進指導を行う。

区

　

分 予算額（円）

農畜産業振興機構

　

補助金 ５５，２２８，０００

２． 豊後牛増頭チャレンジ推進事業

　　　

肉用牛の規模拡大による経営の安定や豊後牛の銘柄確立を推進すると共に、 地域の活性化

　　

を図るため肉用牛の増頭を促進する。

　　　

肉用牛農家等が繁殖雌牛を増頭した場合に、１頭当たり７０， ０００円の奨励金を交付す

　　

る。

区

　

分 予算額（円）

畜産協会

　

奨励金 ２３，８００，０００



３． 畜産特別資金推進指導事業

　　

経営の悪化している農家に対して、長期低利資金の融資を行い、 関係機関が一体となって総

　

合的な支援指導を実施し、資金借受農家の経営改善を行う。

（１）県支援協議会の開催

　　

本事業の適正かつ円滑な実施を図るため、借受者の経営改善状況の把握や検討を行うと

　　

ともに県振興局と連携して借受者及び融資機関への助言指導を行う。

　　　

また、 融資機関のスキルアップのための研修会も開催する。

（２） 借受者の経営改善のための指導

　

１） 計画作成指導

　　　　

新規の資金借入希望者に対する経営改善計画作成指導や、資金の借入実行日が５年以

　　　

内の借入者へ見直し計画の作成指導を行う。

２）計画達成指導（濃密指導）

　　

資金借受者の償還状況の確認並びに改善指導を行うと共に、償還が円滑に進むための

　

融資機関に対する助言指導を実施する。また、指導モデルを構築するため資金借受者に

　

対し計画達成に向けて濃密指導を行う。

融資機関への

　

指導

計画作成指導

（見直し計画作成指

　　

導）

達 成 指 導

融 資 機 関 １０ヶ所

肉用牛経営 ８戸
１ ５戸
・

酪 農 経 営 ５戸

　　

５戸

（うち濃密指導２戸）

養 豚 経 営 １戸

　　

１戸

（うち濃密指導１戸）

計 １０カ所 １４戸・ ２１ 戸
・

区

　

分 予算額（円）

中央畜産会

　

補助金 ４，２００，０００



４． 畜産経営技術指導事業（地域畜産支援指導等体制強化）

　　

地方競馬全国協会の補助により県内畜産経営の支援強化を行い、地域畜産の活性化や安全で、

　

安定的な畜産物の供給を促進する。

（１） 畜産経営の支援体制の強化を図る事業

　

１） 畜産経営改善指導及び担い手の育成支援業務

　　　

畜産農家の経営診断を行い経営安定のため改善指導を実施するとともに、診断結果に

　　　

基づく公庫資金等の借入支援を行う。また、肉用牛の担い手が組織する畜産ネットワ

　　　

ークの活動を支援する。

（２） 地域畜産の活性化、安全かつ安定的な食の提供に資するための事業

　

１） 食育学級の実施と県産畜産物の消費拡大推進業務

　　　

県内の小学生を中心に、 生産者のネットワーク組織と連携して、 『食育授業』 の実施

　　　

や県産畜産物を使った調理実習を行う。また、県産畜産物の消費拡大のため農家と連

　　　

携して、県農林水産祭等で一般消費者に対して広報活動を行い、畜産に対する理解の

　　　

醸成を図る。

（３）馬事・畜産普及啓発の推進体制の強化を図る事業

　

１）

　

地方競馬支援対策業務

　　　

一般の方に対し佐賀競馬場への観戦ツアーを行い、 新たな競馬ファンを獲得する。

　　　

また、畜産の普及啓発のための冠競走及び重賞競走へ県産畜産物を副賞として授与

　　　

し県産畜産物の消費拡大を図り、地方競馬と畜産物に対する意識の高揚を図る。

区

　

分 予算額（円）

地方競馬全国協会

　

補助金 ７，８４２，０００

５． 畜産コンサルタント委託事業

　　

肉用牛経営及び酪農経営については、経営診断による経営改善指導を行い、畜産経営の安定

　

を図り、県内の飼養頭数の拡大を促進する。

　　

また、養豚経営については、県内の養豚の現状を把握するために経営実態調査を実施し取り

　

まとめる。



（１） 畜産経営技術総合支援指導

経営管理や生産技術の分析を行い、 改善項目について関係機関と連携をとり改善指導

を実施する。

１）経営改善指導

　

経営の悪化した畜産経営対を対象に、経営面・技術面からの経営診断を行い、問題

　

点改善のための具体的な指導・助言を行う。

２）経営管理指導

　

畜産経営の現状分析を行い、分析結果を基づき問題点の抽出並びに改善策の提案を

　

行う。

３）生産技術指導

　

生産技術等の指導・助言を行う。

《対象経営戸数》

肉用牛

繁殖経営

肉用牛

肥育経営
酪農経営 養豚経営 合

　

計

経営改善指導 ｌｏ ２ ９ ２１

経営管理指導 １２ ｌ ３ １６

生産技術指導 ２ ｌ ３

合

　

計 ２４ ４ ９ ３ ４０

（２）分析結果報告書の作成

　　

経営診断分析結果を取りまとめて報告書を作成する。

区

　

分 予算額（円）

大分県

　

委託費 ３，４００，０００

６． 貸付事業指導等事業

　　

公益財団法人

　

畜産近代化リース協会の機械施設借受者に対して、機械施設の保管状況の確

　

認と管理状況の調査を実施し、適正な利用についての指導を行う。

　　

また、畜産経営体に対し機械リースの新規利用推進を行う。

区

　

分 予算額（円）

畜産近代化リース協会

　

委託費 ３２９，０００



７． 畜産関係団体調整機能強化事業

　　

本県の肉用牛・酪農生産基盤は、飼養戸数の減少により子牛や生乳生産量も減少し極めて脆

　

弱なものとなっている。 このような中で地域の中核的な担い手を育成する事により生産基盤の

　

強化を推進する。

　

担い手の育成として、経営管理技術や生産技術の研修会を開催し、加えて担い手のネットワー

　

クづくりも推進する。

　　

また、 畜種を越えた生産者組織 す大分畜産Ｎｅｔ鼓動」 ・
「ゆめネットおおいた」 を中心とし

　

た県内の生産者を対象に、 経営管理、生産技術研修会を開催し個々のスキルアップを図ると共

　

に、 消費者への県産畜産物のＰＲ活動も行う。

区

　

分 予算額（円）

中央畜産会

　

委託費 １９０，０００

日本政策金融公庫調査委託事業

　

（株） 日本政策金融公庫の資金の広報・相談活動並びに資金の活用について調査を行う。

区

　

分 予算額（円）

日本政策金融公庫

　

委託費 ５０，０００

８

９． 公庫資金活用推進事業

　　

畜産コンサルタント事業と連携をとり、 公庫資金借入希望者の相談対応や計画書作成支援、

　

また資金借入後の改善支援を行う。

区

　

分 予算額（円）

中央畜産会

　

委託費 ５０，０００

１０．

　

地域畜産基盤維持継続緊急対策事業

　　　

肉用牛生産者を対象に経営・技術調査を実施し、地域の肉用牛経営に対して集団支援を行

　　

うとともに、標準的な技術レベルを下回った経営に対して重点的に個別指導支援を行う。

区

　

分 予算額（円）

中央畜産会

　

委託費 ６３０，０００



１１．

　

酪農生産基盤確保・強化緊急支援事業（女性・リタイア世代等の就農・定着等推進事業）

　　　　

酪農経営における飼養頭数や生乳生産の減少を食い止めるとともに、 経営の体質強化や

　　　

多角化等を目的に新規就農者・後継者層等を対象に、経営管理並びに飼養管理技術向上に

　　　

向けた研修会を開催し県内の中核となる担い手の確保を図る

区

　

分 予算額（円）

中央畜産会

　

委託費 ５０３，０００

１２．

　

肉用牛経営安定対策補完事業の多様な担い手支援事業

　　　　

肉用牛経営における新規就農者や後継者の確保など担い手の育成のため経営技術の向上

　　　

やネットワークの構築により経営上の課題を克服することを目的に、経営管理並びに飼養

　　　

管理技術向上に向けた研修会を開催し担い手の確保を図る。

区

　

分 予算額（円）

中央畜産会

　

委託費 ５１１，０００

１３．

　

畜産クラスター全国推進事業

　　　　

畜産クラスターに係る取り組みを全国で推進するために必要な情報 （経営指標値等） と

　　　

して、県内の先進的な経営体等を対象に経営調査を行う。

区

　

分 予算額（円）

中央畜産会

　

委託費 ８００，０００

１４．

　

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業 （機械導入事業）

畜産クラスター関連事業の機械導入事業を推進し、畜産経営の体質強化を図る。

区

　

分 予算額（円）

中央畜産会

　

委託費 ２，３００，０００



１５．

　

畜産共進会及び畜産フェスタ開催事業

　　　

大分県農林水産祭 （第４０回大分県農業祭） の一環行事として、第７７回大分県畜産共進

　　

会を別府市・大分市・豊後大野市で開催する。〔県共進会単独会計〕

　　　

また、牛肉、豚肉、鶏卵等畜産物の消費拡大を図るため大分県農林水産祭の一環行事とし

　　

て畜産フェスタを１０月に別府市で開催する。

１６．

　

種豚登録業務

　　　

大分県養豚協会より業務委託を受け、 日本養豚協会の規定に基づき種豚の改良増殖を推進

　　

するとともに、養豚経営体の生産基盤強化を図るために登録業務を行う。

区・分 予算額（円）

協会事業 ２８０，８００

主な種別 実施予定頭数

系統維持施設認定 １施設

黒豚生産農場認定 １施設

子豚登記 ８０頭

種豚登録 ２５頭

系統種豚登録 １０頭

１７．

　

情報活動事業

　　　　

中央並びに県内における畜産に関する資料を収集し、関係者に対する情報提供を行うと共

　　

に、 中央畜産会が発刊する畜産コンサルタント誌・経営情報など参考資料等の斡旋を積極的

　　

に行う。

　　　

また、ホームページでは、畜産コンサルタント、経営相談窓口、資金制度、価格安
定制度、

　　

衛生情報、補助事業、畜産ネットワーク組織の活動、 県有種雄牛等の情報公開を行う。



・価格安定課

１． 肉用子牛生産者補給金制度

　

子牛価格の異常低落時に経営に与える影響を緩和して、肉用子牛生産の安定を図るため肉
用子牛生産安定等特別措置法に基づき、品種毎に平均売買価格が保証基準価格、合理化目標価
格を下回った場合に生産者に対し、生産者補給金を交付する。

（１） 保証基準価格・合理化目標価格

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：円）

品種区分 保証基準価格 合理化目標価格

黒

　　

毛

　　

和

　　

種 ３３７，０００ ２８０，０００

褐

　　

毛

　　

和

　　

種 ３０７，０００ ２５７，０００

黒毛和種及び褐毛和種
以外の肉専用 の品種

２２０，０００ １４９，０００

乳

　

用

　

種

　

の

　

品

　

種 １３３，０００ ９０，０００

肉専用種と乳用種の
交

　

雑

　　

の

　　

品

　　

種
２０５，０００ １４７，０００

（２） 契約子牛１頭当たりの負担金 （生産者積立金の額）

　　　　　　　　　

（単位：円）

品種区分 生産者負担金
生産者積立助成金

生産者積立金
機

　

構 県

黒

　　　

毛

　　　

和

　　　

種 ３００ ６００ ３００ １，２００

褐

　　

毛

　　

和

　　

種 １，１５０ ２，３００ １，１５０ ４，６００

黒毛和種及び褐毛和種
以外の肉専用の品種

３，１００ ６，２００ ３，１００ １２，４００

乳

　

用

　

種

　

の

　

品

　

種 １，６００ ３，２００ １，６００ ６，４００

肉専用種と乳用種の
交

　

雑

　　

の

　　

品

　

種
６００ １，２００ ６００ ２，４００

黒毛和種 褐毛和種 乳用種の品種 肉専用種と乳用種の春雑の品種
合計

１１，２００ １０ ４，０００ １，２９０ １６，５００

（３） 肉用子牛個体登録計画頭数（Ｈ２８．１．１－Ｈ２８．１２．３１）



品種区分 個体登録 積立金 生産者積立金造成額

　

計

　

牛甚者

　

県

　

靴催

　　　　

１′ハ

　

”．

黒

　　

毛

　　

和

　　

種 １１，２００ １，２００ １３，４４０，０００ ３，３６０，０００ ３，３６０，０００
６，７２０，０００

褐

　　

毛

　　

和

　　

種 ｌｏ ４，６００ ４６，０００ １１，５００ １１，５００ ２３，０００

黒毛和種及び褐毛和種
以外の肉専用の品種

０ １２，４００ ０ ０ ０ ０

乳

　

用

　

種

　

の

　

品

　

種 ４，０００ ６，４００ ２５，６００，０００ ６，４
００，０００ ６，４００，０００ １２，８００，０００

肉専用種と乳用種の
交

　

雑

　

の

　

品

　

種
１，２９０ ２，４００ ３，０９６，０００ ７７４，０００ ７７４，０００ １，５４８，０００

計 １６，５００ ４２，１８２，０００ １０，５４５，５００ １０，５４５，５００ ２１，０９１，０００

：頭、 円）（４ 生産者積立金造成計画

個体登録 積立金
見ｉ入み．、が

　

単価

２． 肉用子牛生産者補給金制度運営適正化事業

　

農畜産業振興機構からの補助事業として、肉用子牛生産者補給金制度運営適正化のために

　

特に次の項目を実施する。
（１） 肉用子牛の個体識別と個体登録
（２） 肉用子牛の販売と保留確認
（３） 電算処理による報告、調整
（４） 補給金制度を円滑に推進するための会議の開催
（５） 肉用子牛の取引に係る関連情報の収集・整備等
（６） 事務委託先及び契約生産者を対象に肉用子牛生産者補給金制度等に係る交付契約、

　

個体登録、販売、保留、異動報告等の業務事務の点検等の業務事務の手続きの適正

　

執行について、調査点検を行い制度の適正な実施体制を確保するため巡回による現

　

地指導を行う。

農畜産業振興機構

　　　　　　　　　　　　　　　

１９，６８２，０００

１

　

区 分

　

１
予算額（円） ー

　　

（内訳） 運営適正化事業

　　　　　　　　　　

１４，３３６，０００

　　　　　

運営体制支援事業

　　　　　　　　　　

５，３４６，０００

３．肉用牛繁殖経営支援事業

　　

肉用子牛生産者補給金制度を補完し、四半期毎の平均売買価格が発動基準を下回った場合に、

　

当該四半期に販売又は自家保留された肉用子牛を対象として、発動基準を下回った額の

　

４分の３に相当する額を支援交付金として交付する。

（１） 発動基準

　　　　　　　　　

（単位：円）

黒

　

毛

　

和

　

種

　　　

４５０， ０００

　　　

品種

　　　　　　　

発動基準

　　　

ｌ

　　　

　 　

　　

　

　

　

　　　　　　　　　

　

　

　

　　　　　　

　
　　 　

　　　　　　　　

　

　

　

　　　　　　　　　

　　

　

　

　

他

　　

函
褐

　

毛

　

和

　

種

　　　

４１０， ０００

　

その他の肉専用種

　　　

２９０， ０００

区

　　　　

分 予算額（円）

農畜産業振興機構（推進事務費） ３，５２２，０００



４‐肉用牛肥育経営安定特別対策事業
肉用牛肥育経営において、素牛の導入から肥育牛の出荷まで一定期間を要し、 かつ、
生産費に占める素畜費の割合が大きいことから、 素畜価格と枝肉価格の水準によっては
大幅な収益性の悪化が懸念される。 このため、経営収支が悪化したときに肥育牛補填金
を交付することにより、 肉用牛肥育経営の安定を図る。

（１）発動基準

　

肥育牛１頭あたりの平均粗収益が平均生産費を下回った場合に、その差額の８割を
補填する。

（２） 契約肥育牛１頭当たりの生産者積立金の額

　　　　　　

（単立：円／頭）

　　　　　　　　　　　　

生産者負担金

　　　

県費助成金

　　　

機構補助金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　

　 　

　

【“

　　

”ふル抽ｔ｛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１ 農畜産堂栃馳

　

ー

　

品種

　　

生産者積立金 ，

　　

学

　　

ム

　

ー Ａ

　

Ｉ

　

婚
雄
ー
構蹟筋艶
”番ハ

　

ム

　

”一

　　　　　　　

１

　　

甘

　　

皿 １

　　　　　

皿

　

１

　

胴 中 川

　

鬼

　

１

　

専

　

種１

　　　　　　　

１

　　　　　　　

１

　　　　　　　

１

１

　　

雑 種１

　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　

１

肉 専 用 種

　　　　　

１３，０００

　　　　　

１２，２５０

　　　　　　　

７５０

　　　　　

３９，０００

交 雑 種

　　　　　

２５，０００

　　　　　

２４，１７０

　　　　　　　

８３０

　　　　　

７５，０００

乳 用 種

　　　　　

１７，０００

　　　　　

１６，４７０

　　　　　　　

５３０

　　　　　

５１，０００

（３） 生産者積立金造成計画

　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：円）

　

品種

　　

契約見込頭数

　　　

生産者

　　　　　

県助成金

　　　

農畜産業振興

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

機 構 補 助 金

肉 専 用 種

　　　　　

５，８００

　　　

７１，０５０，０００

　　　　

４，３５０，０００

　　　

２２６，２００，０００

交 雑 種

　　　　　

３，３００

　　　

７９，７６１，０００

　　　　

２，７３９，０００

　　　

２４７，５００，０００

乳 用 種

　　　　　

３，３００

　　　

５４，３５１，０００

　　　

１，７４９，０００

　　

１６８，３００，０００

　

計

　　　　　　

１２，４００

　　　

２０５，１６２，０００

　　　　

８，８３８，０００

　　　

６４２，０００，０００

区

　　　　

分 予算額（円）
農畜産業振興機構（推進事務費） ７，５０４，０００

５．大分県肉豚価格安定対策事業

　　　

独立行政法人

　

農畜産業振興機構が実施する養豚経営安定対策事業 （平成２７年度～２９年

　　

度まで：直接交付方式） に参加する県内の養豚生産者が積み立てする生産者負担金の一部を補

　　

助する事業を実施。 〔県費補助金は、畜産協会より四半期毎に農畜産業振興機構に積み立てす
る。〕

区

　　

分 単

　

価 備

　　

考

県費補助金 ８２ 販売肉豚１頭当たり
生産者負担金 ６１８ 生産者の実負担額

計 ７００ 農畜産業振興機構に積立（四半期毎）

円）

（単位：頭、円）（２） 平成２８年度大分県肉豚価格安定対策事業積立金額

　　　　　　　　

ヱ：豆、 円

　

県費補助金

　　　　　　　　　

２３２，０００

　　　　　

８２（２／３） １２，６８２，７００

　　　

区

　　

分

　　　　　　

積立頭数 積立単価

　

１

　　　

積立金額

　　　

１

　　　　　

１ －

　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　

１

　　

き

　　　

△

　　　

１

　　　　　　　

１

　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　

１

　　

乍質

　　　

皿

　　　

１

　　　　　　　

１

　　　　　　　

１

　　

Ａ

　　　　　　

Ｉ

　

県費積立準備金

　　　　　　　

２３２，０００

　　　　　

８２（１／３）

　　　　　　　　

６，３４１，３００

　　　　

合 計 １９，０２４，０００



６．養豚経営安定対策事業に係る業務委託事業

　　　

農畜産業振興機構が実施する養豚経営安定対策事業の円滑な推進を図るため、事業内容の周知

　　

や手続きに関する説明会の開催及び生産者からの相談業務等を行う。

区

　　　　

分 予算額（円）

農畜産業振興機構（委託費） ４８５，０００



・家畜衛生課

１．家畜生産農場清浄化支援対策事業

　　

家畜の伝染性疾病の清浄化には地域一体となった取り組みが重要であり、 ヨーネ

　

病の清浄化の推進、 白血病の感染拡大防止対策及び吸血昆虫媒介疾病の発生・流行を

　

防止するための組織的なワクチン接種を推進し、 また、 生産者自らが飼養衛生管理の

　

向上に取り組むための支援を行うことにより家畜の損耗防止を図る。

　　　

（１） ヨーネ病防疫推進

　　　

（２） 白血病の感染拡大防止対策

　　　

（３） 農場飼養衛生管理強化対策

　　　

（４） 伝染病の発生・流行防止対策

区

　　

分 予算額（円）

国庫補助金 ６，０００，０００

２‐死亡牛緊急検査処理円滑化推進事業

　　

死亡牛の円滑な収集、 輸送並びに適正な処理を促進することにより、 ＢＳＥ検査の

　

円滑な実施と良好な家畜衛生及び環境の維持を図り、 もって畜産の健全な発展に資す

　

る。

区

　　

分 予算額（円）

国庫補助金 ９，１００，０００

３．獣医療提供体制整備推進総合対策事業

　　

産業動物診療や家畜防疫体制を強化・維持するため県と連携し、 本県での就職を希

　

望する獣医系学生に対する修学資金の給付を行う。

区

　　

分 予算額（円）

国庫補助金 ６，１‐２０，０００

４．家畜防疫互助基金支援事業

　　

豚コレラ及び口蹄疫等の海外悪性伝染病が発生した場合、 生産者等が飼養する豚・

　

牛の淘汰に伴う損失を生産者などが互助補償するための仕組みについて、 関係団体等

　

との連携により支援するとともに事業内容等の周知徹底に努める。

　　

業務対象年間：平成２７ ～ ２９年度

区

　　

分 予算額（円）

農畜産業振興機構

　

補助金 ２，０００，０００

５． 自衛防疫推進事業

　　

（１） 推進会議の開催

　　　　

家畜専門委員会、各疾病に係る会議等を開催し、事業毎の計画推進を検討する。

　　

（２） 調査資料作成事業



　　

調査員により、 会員管下の豚、 鶏について、 次年度事業計画の基礎頭羽数を調

　

査する。
（３）広報活動事業

　　

自衛防疫事業について広報する。

区

　　

分 予算額（円）
大分県

　

補助金 １７４，０００

６．死亡牛適正処理促進事業

　　

死亡牛の適正な保管・処理を推進すると共に、 ＢＳＥ検査の円滑な実施を図るため

　

死亡牛の一時冷蔵保管施設の有効活用を図る。

区

　　

分 予算額（円）
大分県

　

補助金 ８９８，０００

７．大分県獣医師確保対策事業

　　

産業動物診療や家畜防疫体制を強化・維持するため、 本県での就職を希望する獣医

　

系学生に対する修学資金の給付を行う。

区

　　

分 予算額（円）
大分県

　

補助金 １２，７５０，０００

大分県

　

委託費 ４７４，０００

８．馬飼養衛生管理特別対策事業

　　

競走馬以外の馬の飼養衛生管理体制の総合的な整備を図るため、 県馬飼養衛生管理

　

体制整備委員会並びに飼養衛生技術講習会の開催、 地域馬獣医療実態調査を実施し、

　

多様な飼養目的・飼養形態下にある馬飼養衛生の向上に資する。

区

　　

分 予算額（円）

中央畜産会

　

委託費 ３７０，０００

９．衛生体制強化基金事業（自衛防疫思想普及事業）

　　

地域自衛防疫団体に対し、 自衛防疫意識の高揚を図るため、 講習・講話会を開催し

　

今後の大分県衛生事業の発展に努める。

区

　　

分 予算額（円）

中央畜産会

　

委託費 ８３，０００

１０． 農場ＨＡＣＣＰ認証支援地域強化促進事業

　　

農 場 塾ＩＣＣＰ への取組支援等による農場の育成を通じて、 農場 ＨＡＣＣＰ認証の広範

　　

かつ加速的な普及を図るため、 地域での指導体制を整備し、 農場 ＨＡＣＣＰ 構築に取り

　

組む。 併せて、 これまでの事業成果で得られたモデル農場における課題の抽出と改善

　　

成果を活用し、 生産農場での衛生管理システムの構築等、 農場 ＨＡＣＣＰ の取り組みを

　

推進する。



区

　　

分 予算額（円）

中央畜産会委託費 ２，３２５，０００

１１． 自衛防疫体制強化推進事業

　　

伝染性疾病発生時の防疫対応等が出来るよう、 生産段階での防疫演習等を実施し、

　

また特定悪性慢性感染症の防疫措置の基礎となる飼養衛生管理基準の徹底・啓発を行

　

い、 地域自衛防疫体制の強化・定着を図る。

区

　　

分 予算額（円）

家畜衛生対策推進協議会委託費 ２，０００，０００

１２‐ 馬インフルエンザ等防疫強化特別対策事業

　　

馬伝染性貧血に係る調査検討を行うとともに、 在来馬等伝染性貧血清浄化地域推進

　

検討会を開催し、 清浄化を図るための基礎情報を得るため、 在来馬等について飼養及

　

び衛生状況の実態調査、 伝染性貧血について検討を行う。

区

　　

分 予算額（円）

中央畜産会委託費 １４２，０００

１３．馬伝染性疾病防疫推進対策事業

　　

地域における自主防疫活動の強化を図るため、 競走馬以外の馬に対する馬インフル

　

エンザワクチン接種の推進及び馬飼養衛生状況等の知識の普及啓発等の取り組みを行

　　

つ。

区

　　

分 予算額（円）

中央畜産会委託費 ２５０，０００

１４． 野生獣衛生体制整備緊急対策事業

　　

野生獣による伝染病の伝播拡散を防止するため、 中山間地域における野生獣の衛生

　

実態調査を行い、 家畜衛生関係者を中心とした畜産分野の情報発信体制を地域に構築

　　

・ 整 備 す る。

区

　　

分 予算額（円）

家畜衛生対策推進協議会委託費 ３，２２２，０００

１５． 牛せき柱適正管理等推進事業

　　

化製業者と牛せき柱以外分別供給契約を締結した上で、 牛せき柱を適正に管理し、

　

適正管理の確認や作業者に対する指導・監督等をする責任者を設置し、 研修会を自ら

　

実施した食肉事業者に対し交付される促進費の交付事務に関する手続きを行う。

区

　　

分 予算額（円）

畜産副産物協会

　

委託費 １８０，０００

事業対象食肉業者

　　

１社



１６． 特定疾病予防推進事業

区

　　

分 予算額（円）

事業収入 ６５，７７０，０００

国庫補助事業、県協会単独事業

疾

　

病

　

別

　

項

　

目

（ワクチン名）

平成２８年度 備

　

考

計画頭羽数

豚丹毒 ５，０００頭

牛事績疾病 １，２００頭

牛六種疾病 ９，３００頭

イバラキ病 １１，０００頭

牛異常産三種混合 １１，０００頭

ヘモフイルス・ソムナス ２，３００頭

牛流行熱 １，６００頭

流行熱・イバラキ混合 １，０００頭

ＮＤ ・ ＮＤ

　

Ｉ

　

Ｂ １４４千羽

１７．種畜精液保管譲渡推進事業（県協会単独事業）

　　

大分県肉用牛振興の基本方針に基づき、豊後牛の生産基盤の確立及び豊後牛銘柄確

　

立のため、 大分県肉用牛改良方針に沿って精液の保管譲渡を実施する。

区

　　

分 予算額（円）

事業収入 １６，８８０，０００

事務手数料収入 １，１１６，０００

１８． 予防注射事故対策事業（事故手当金・見舞金） （県協会単独事業）

　　

協会の要領に基づき、 牛の予防注射による事故牛に対し、 手当金または見舞金を交

　　

付 す る。

区

　　

分 予算額（円）

協会単独事業 ５０，０００

１９． 自衛防疫普及啓発事業（県協会単独事業）

　　

家畜の飼養衛生管理など自衛防疫意識の向上を図るため、 支所単位で研修会・講習

　

会を開催するとともに、 啓発資料の配布等を行う。

区

　　

分 予算額（円）

協会単独事業 ３００，０００


